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研究要旨 

平成 26 年末に生じた冷凍食品農薬混入事件など、近年、意図的な混入事件が社会的な
課題となっており、食品防御対策においてフードチェーンと保健所や行政機関との連携の

重要性がさらに増している。本検討では、平成 28 年に発生した調理・加工施設等におけ
る異物混入の事例を整理するとともに、保健所や行政機関における対応状況をとりまとめ

た。 
行政機関における食品防御対策として、発生後の対応については、厚生労働省から示さ

れている食中毒調査マニュアル、食中毒処理要領により各自治体での体制整備が進められ

ている一方で、未然防止に係る対応については、事業者の自主的な取組に係る事項である

ため、その推進に向けて、具体的な業種や取り扱う食品の種類等に応じた対策モデルを提

示する必要がある。 

 
A．研究目的 
本研究では、過去の毒物混入事件時における

保健所や行政機関での対応を調査し、その経緯

を明らかにすることで問題点の整理と事件処

理のありかたについて検討を行うことを目的

とする。 
 
B．研究方法 
平成 28年度に発生した調理・加工施設等に
おける異物混入の事例を整理するとともに、保

健所や行政機関における対応状況を取りまと

めた。 
 
◆倫理面への配慮 
本研究において、特定の研究対象者は存在せ

ず、倫理面への配慮は不要である。 
 
C．研究成果 
ここでは、平成 28年度に発生した調理・加
工施設等における異物混入事件における自治

体の対応を体系的に整理することで、わが国に

おける食品防御対策を検討する上での基礎的

資料とすることを目的とする。 
 
１．平成 28年度に発生した調理・加工施設等
における異物混入事件の概要 
平成 28年 10月 25日に愛知県内で発生した
病院の入院病棟の患者朝食からの塩素臭、平成

28年 12月 21に東京都内で発生した保育園に
おける白湯からの塩素臭等について、報道情報

に基づき調査を行った。いずれも、塩素系の消

毒用薬剤が混入したものであることが確認さ

れたが、混入のプロセスや原因の特定には至っ

ていない。 
 
２．東京都における対応 
■平成 28年度に発生した事件への対応 
 都内の保育園で発生した白湯への塩素系消

毒薬剤の混入事例に対し、所管である特別区の

保健所は保育園への調査を行うとともに、施設

での食品防御に対する脆弱性を低減するため、

以下のとおり対策を講じることとした。 
・塩素系薬剤は、施錠できる保管場所１カ所で

管理する。 
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・白湯を入れたポットの置き場所を保育室から

外部の者が立ち入らない調乳室に置く。 
・麦茶など白湯以外の飲み物についても、ポッ

トを保育室に置くのをやめ、調理室内に置き、

コップに注いでからワゴンで保育室へ運ぶ。 
・白湯や麦茶などの飲み物は、園児に提供する

前に職員が試飲して異常の有無を確認する。 
 
なお、本事例については、薬剤が故意に混入

された疑いがあったことから警察での調査も

行われていたが、原因等は判明していない。 
 
D．考察 
食品防御対策において、発生後の対応につい

ては、食中毒の発生時対応と大きな差はなく、

厚生労働省から示されている食中毒マニュア

ル・食中毒処理要領に基づき、既に各自治体で

の体制整備が進められている。なお、故意に混

入された可能性がある場合には警察事案とな

ることから、再発防止に向けた原因の究明に当

たっては、警察との連携が今後の課題である。 
なお、未然防止に係る対応については、事業

者等の自主的な取組に係る事項であると考え

られるため、今後、事業者の自主的な取組を進

めるにあたっては、具体的な業種（製造、加工、

調理・提供等）や取り扱う食品の種類、さらに

国際大会など食品の提供するイベントの規模

等に応じた対策モデルを提示し、具体的な対応

方法をわかりやすく提示していくことが必要

であると考えられる。 
 

E．結論 
平成 28年末に発生した塩素系消毒薬物の混
入事例について、保健所や行政機関における対

応状況をとりまとめた。 
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